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第１章 本書の位置づけ

落札者決定基準は、本事業を実施するにあたり、県が行う入札公告において公表する入札

説明書と一体のものである。

落札者決定基準は、入札参加者のうち最も優れた提案を行った者である落札候補者を選定

するための方法及び評価基準等を示し、入札参加者の行う提案に具体的な指針を与えるもの

である。
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第２章 落札候補者の選定の概要

１ 落札候補者の選定方式

本事業は、建替整備業務、入居者移転支援業務及び余剰地活用業務の各業務を通じて、民

間事業者に効率的・効果的かつ安定的・継続的なサービスの提供を求めるものであり、民間

事業者の幅広い能力・ノウハウを総合的に評価して選定する必要がある。

したがって、民間事業者の選定にあたっては、公平性、透明性が確保される適切な方法に

配慮し、総合評価一般競争入札を採用する。

２ 落札候補者の選定方法

落札候補者の選定方法は、入札参加資格審査と提案審査の２段階により選定する。

入札参加資格審査は、入札参加表明者の入札参加資格要件の適格性を審査する。なお、そ

の審査結果は、以降の提案審査における評価には反映しない。

提案審査は、入札参加者から提出された提案書について審査するものとし、技術提案に関

する定性的な評価（以下「定性評価」という。）により定性評価点を、入札価格に関する定量

的な評価（以下「価格評価」という。）により価格評価点をそれぞれ算出し、それらの合計点

（以下「総合評価点」という。）の最も高い者を落札候補者として選定する。

なお、入札時の提出書類に不備がある場合、入札価格のうち建替整備業務費と入居者移転

支援業務費の合計額が県の予定価格を上回った場合又は基本的要件を１つでも満たさない場

合は失格とし、それ以降の審査は行わないものとする。

３ 落札候補者の選定体制

落札候補者の選定にあたり、提案審査は、学識経験者及び県職員等で構成する選考会にお

いて行う。

県は、選考会による選定結果を踏まえ、本事業の落札者を決定するものとする。

■「県営住宅原団地建替整備事業に係る事業者選考会」委員一覧

なお、入札参加者が、落札候補者の選定前までに、選考会の委員に対し、自らが有利とな

る目的のための接触又は働きかけ等を行ったことが判明した場合、その入札参加者は落札候

補者の選定の対象外とする。

区分 氏 名 所属及び役職名

委 員

寒竹 伸一
公立大学法人 静岡文化芸術大学 副学長

大学院デザイン研究科 特任教授

山田 慎也 一般財団法人 静岡経済研究所 理事

飯田 真由美 静岡県住宅供給公社 住宅部長

関野 勇治 沼津市 まちづくり統括監

青野 直己 静岡県交通基盤部 理事（建築担当）
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第３章 審査全体の流れ

審査の手順は、以下のとおりである。

入札公告

＜入札参加資格審査＞

入札参加資格審査申請書類の提出

入札参加表明者の入札参加資格要件の審査

失格
資格要件不備

失格
提出書類不備

総合評価点＝定性評価点＋価格評価点

入札書類の提出

提出書類の確認

失格
予定価格超過

失格
基本的要件不満足

落札者の決定

落札候補者の選定

（総合評価点の最高得点者）

価格評価

（価格評価点）

定性評価

（定性評価点）

入札価格に関する審査基本的要件に関する審査

＜基礎審査＞

＜提案審査＞

入札書技術提案書



落札者決定基準 - 4

第４章 審査及び評価の内容

１ 入札参加資格審査

県は、入札参加表明者が、入札説明書に示す「入札参加者の備えるべき参加資格要件」を

満たしているか否かについて、入札参加資格審査に関する提出書類を審査する。また、入札

参加資格審査の結果を入札参加表明者に通知する。

２ 基礎審査

(1) 提出書類の確認

県は、入札参加者が提出した書類について、入札説明書で示す書類が揃っていることを

確認する。

提出書類に不備がある場合は、失格とする。

(2) 入札価格に関する審査

県は、入札参加者から提出された入札書に記載された入札価格のうち、建替整備業務費

及び入居者移転支援業務費の合計額が、県が定める予定価格の範囲内であるか否かについ

て審査する。

予定価格を超えている場合は、失格とする。

(3) 基本的要件に関する審査

県は、入札参加者が提案した技術提案について、以下の基本的要件を満たしているか否

かについて審査する。

基本的要件を満たしていない場合は、失格とする。
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1) 施設計画に関する事項（各様式及び提案図面）

2) 建設、解体に関する事項

区分 審査基準 様式

建替エリア内の

土地利用計画

・建替エリア内の土地利用計画が明示されているととも

に、施工範囲が建替エリア内で収まっていること。
様式 6‐7

配置計画

・駐車場として、自走式の平面駐車で、180 台以上の駐車

区画数が計画されていること。また、車いす対応住戸と

同数の車いす専用駐車区画が確保されていること。

・駐輪場として、計画する住戸数１戸あたりにつき２台分

以上が計画されていること。

・附帯施設として、駐車場、駐輪場、ごみ置場、植栽及び

敷地内通路の明示がされていること。

・建替住棟は全て建替エリア内に計画されているととも

に、建築基準法の規定による日影規制を満たしているこ

と（本団地全体敷地の複合日影図にて）。

・建替時は建築基準法第 86 条の 2 第 1 項による認定の取

得が必要であるが、将来的に団地認定を廃止しても、仮

想敷地で各住棟が建築基準法に適用できるよう計画さ

れていること。

様式 6‐7

様式６-14

様式６-15

住棟計画

・「沼津市中高層建築物の建築に関する指導要綱」に基づ

き、建築物の高さが 31ｍを超える場合に、風環境影響予

測評価が実施されているか。

・階数が適切な設定となっているか。

・ZEH-M Ready 基準以上の性能（太陽光発電設備を含む）

が確保されているか。

様式 4‐3

様式 5‐1

様式 5‐8

様式 6‐2

様式 6‐4

様式 6‐5

住戸数等

・全体で 250 戸以上の住戸数が計画されており、住戸タイ

プ別の住戸専用面積及び整備戸数割合が要求水準書に

示す範囲に収まっていること。

・１戸以上の車いす対応住戸が計画されていること。

様式 6‐3

様式 6‐4

品確法による性

能表示

・要求水準に基づき、「住宅の品質確保の促進等に関する

法律」の規定による性能表示を行うとともに、指定住宅

性能評価機関より、設計住宅性能評価書及び建設住宅性

能評価書の交付を受ける旨の計画であることが明示さ

れていること。

様式 6‐5

区分 審査基準 様式

工区区分、工期

設定

・工区区分（工区分け）が明示されていること。

・関係法令に係る協議・手続き、事前調査、解体・撤去、

設計、建設、移転、余剰地活用の各業務について、それ

ぞれの実施時期が工程表に明示されていること。

様式 6‐16



落札者決定基準 - 6

3) 入居者移転支援計画に関する事項

4) 余剰地活用計画に関する事項

5) 事業計画に関する事項（各様式及び提案図面）

区分 審査基準 様式

入居者移転支

援

・工区区分と整合の図られた移転計画が立案されているこ

と（仮移転先などの不足が生じていないこと）。
様式 6‐16

区分 審査基準 様式

余剰地活用

・建替エリア内に、本団地の敷地とは独立した 4,000 ㎡以

上の余剰地が市道に接して確保され、敷地境界が明示さ

れていること。

・余剰地内に建設される民間施設の用途とともに、整備期

間、運営期間（事業完了後５年間以上）と、整備・運営

主体が明記されていること。

・雨水排水、汚水排水、給水、電力及びガスが、本団地敷

地を経由せず、直接下水道等に接続される計画となって

いること。

様式 6‐7

様式 6‐16

様式 5‐14

区分 審査基準 様式

事業の実施体制

・構成企業名と役割分担が明示されているとともに、事業

の実施のために必要な体制が明示されていること。

様式 2‐4

様式 5‐14

・特別目的会社(SPC)を設置する場合は、県内への設置であ

ることや、構成企業の出資比率が明示されていること。
様式 5‐14

事業期間
・入札説明書に記載する事業期間までに、事業完了できる

ことが明示されていること。
様式 6‐16
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３ 定性評価と価格評価

(1) 定性評価

定性評価は、入札参加者から提出された技術提案について、以下に示す審査項目ごとに

評価を行うものとし、下式により定性評価点を採点する。（70点満点。小数点以下第２位ま

でを有効とし、小数点以下第３位を四捨五入する。）

定性評価点 ＝ Σ（各審査項目の配点×評価区分の評価比率）×70/74

■定性審査項目と配点

■評価区分と評価比率

審 査 項 目 配 点

建
替
整
備
業
務

１）施設計画

① 周辺環境への配慮、意匠・景観計画 ６

48

② 敷地の利用計画（コミュニティ形成、住環境） ４

③ 敷地の利用計画（安全・防犯・防災、ユニバーサ

ルデザイン）
４

④ 敷地の利用計画（利便性、維持管理の容易性） ２

⑤ 住棟・住戸計画（コミュニティ形成、プライバシ

ー確保）
６

⑥ 住棟・住戸計画（安全・防犯・防災、ユニバーサ

ルデザイン）
４

⑦ 住棟・住戸計画（利便性、維持管理の容易性） ６

⑧ 地球環境共生への配慮 ６

２）工事中の施工計画

① 工区区分、工期設定、品質管理、安全管理等 ６

② 周辺環境への配慮 ２

③ 地球環境共生への配慮 ２

付
帯
業
務
・
実
施
計
画
等

３)入居者移転支援計画 ① 円滑な入居者移転への配慮 ６

24

４)余剰地活用計画 ① まちづくりに寄与する余剰地の活用 ６

５)事業計画

① 事業の実施体制、収支計画 ４

② リスク管理計画 ２

③ 地元企業の活用、地産地消への配慮 ６

６)その他 ① その他独自の提案 ２ ２

合計 74

評価区分 内 容 評価比率

Ａ 審査項目に対する具体的な提案があり、特に優れている。 100％

Ｂ 審査項目に対する具体的な提案があり、優れている。 75％

Ｃ 審査項目に対する具体的な提案があり、標準的である。 50％

Ｄ 審査項目に対する具体的な提案があり、標準より劣っている。 25％

Ｅ 審査項目に対する具体的な提案がない。 ０％
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（参考）定性評価の評価項目における評価の視点は以下のとおりとする。

1) 施設計画

審査項目 評価の視点 様式

①周辺環境への

配慮、意匠・景

観計画

・周辺地域の気候特性を踏まえた提案となっているか。

・良好な住宅地である周辺環境に調和した景観や住棟配置、

階構成、外観デザイン等に配慮した提案となっているか。

・本団地の入居者及び周辺住民、並びに近隣学校の児童・生

徒等が受ける圧迫感等の影響の軽減に配慮した提案となっ

ているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐1

様式 6‐6

様式 6‐12

様式 6‐14

様式 6‐15

②敷地の利用計

画(コミュニテ

ィ形成、住環

境)

・本県が取り組んでいる、「デジタル田園都市」の理念を取り
ガーデンシティ

入れ、良好な住環境の形成に資する提案となっているか。

・本団地の入居者と周辺住民による地域コミュニティの形成

に有効な広場や歩行者用通路などの整備に関する提案がさ

れているか。

・多世代や多文化の交流が図られる実現性の高い提案となっ

ているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐2

様式 6‐7

③敷地の利用計

画（安全・防

犯・防災、ユニ

バーサルデザ

イン）

・車両の出入口や敷地内の安全性、歩車分離、防犯灯の設置、

死角の除去など、本団地の入居者の安全・防犯対策に配慮

した提案となっているか。

・地震及び水害を考慮した計画となっているか。

・ユニバーサルデザインの理念を取り入れ、建替住棟の入居

者（特に子育て世帯や高齢者世帯等）に配慮した提案とな

っているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐3

様式 6‐7

様式 6‐8

④敷地の利用計

画（利便性、維

持管理の容易

性）

・本団地の入居者の利便性に配慮した附帯施設等（駐車場・

駐輪場、ごみ置場、自治会活動用スペース等）となってい

るか。

・省エネルギー対策、環境負荷の軽減、ライフサイクルコス

トの低減及び維持管理の容易性に配慮された外構計画とな

っているか。

・車両の出入口、排気、排水性等を配慮した駐車場の計画と

なっているか。

・建替エリア全体の配置計画が、将来にわたり適切な計画と

なっているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐4

様式 6‐7
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審査項目 評価の視点 様式

⑤住棟・住戸計画

（コミュニテ

ィ形成、プライ

バシー確保）

・共用廊下等において、本団地の入居者同士によるコミュニ

ティ形成を目的とした空間の整備に関する提案となってい

るか。

・共用廊下等からの各住戸への視線を考慮するなど、建替住

棟の入居者のプライバシーに配慮した提案となっている

か。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐5

様式 6‐10

様式 6‐13

⑥住棟・住戸計画

（安全・防犯・

防災、ユニバー

サルデザイン）

・落下防止対策や、防犯性能の高い住宅部材の採用など、入

居者の安全・防犯対策に配慮した提案となっているか。

・地震及び水害等を考慮した計画となっているか。

・ユニバーサルデザインの理念を取り入れ、入居者（特に子育て

世帯や高齢者世帯等）が利用しやすい提案となっているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐6

様式 6‐10

様式 6‐13

⑦住棟・住戸計画

（利便性、維持

管理の容易性）

・本県が取り組んでいる、「デジタル田園都市」の理念を取り
ガーデンシティ

入れた提案となっているか。

・快適な住生活を送るために必要な間取りや設備が確保さ

れ、採光、通風及び騒音等に配慮した提案となっているか。

・高い耐久性を有する住宅部材の使用や、適切な住宅部材を

使用するなど、点検又は修繕が容易な住戸計画等により、

将来にわたる維持管理コストの縮減を可能とする提案とな

っているか。

・将来的な入居者構成や生活様式の変化への対応など、中長

期的な居住ニーズの変化に柔軟に対応可能な提案となって

いるか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐7

様式 6－9

様式 6‐10

様式 6‐13

⑧地球環境共生

への配慮

・省エネルギー対策や環境負荷の軽減に配慮した提案となっ

ているか。

・ZEH-M Ready 基準以上の整備（太陽光発電設備を含む）を行

う提案となっているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐8

様式 6‐5
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2) 工事中の施工計画

3) 入居者移転支援計画

4) 余剰地活用計画

審査項目 評価の視点 様式

①工区区分、工期

設定、品質管

理、安全管理等

・工区区分や工期が効果的に立案されているとともに、入居

者にとって無理がない移転計画を提案できているか。

・各種工事において適切に品質管理するための提案となっ

ているか。

・工事中における入居者や現場作業員等の安全確保について、適

切に管理するための提案となっているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐9

様式 6‐16

②周辺環境への

配慮

・工事中における周辺住民、近隣学校の児童・生徒等の安全

確保や、周辺地域への騒音・振動、粉塵、交通障害の軽減、

学校活動への影響など、周辺環境に配慮した提案となって

いるか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐10

③地球環境共生

への配慮

・建設廃棄物の適正な処理や建設資材の再資源化、リサイク

ル材の活用など、環境負荷の軽減に配慮した提案となって

いるか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐11

審査項目 評価の視点 様式

①円滑な入居者

移転への配慮

・入居者移転説明会や移転先の決定について入居者が円滑

に移転することができる提案となっているか。

・入居者が気軽に相談できる窓口を設置するなど、入居者が円滑

に移転することができる提案となっているか。

・引越し準備や手続き等が負担と感じる高齢者等が、円滑に

移転することができる提案となっているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐12

様式 6‐16

審査項目 評価の視点 様式

①まちづくりに

寄与する余剰

地の活用

・良好な住宅地である周辺環境に調和した景観や建物配置

等、優れた提案となっているか。

・本団地の入居者及び周辺住民の福祉や生活利便の向上に

資する提案となっているか。

・建替住棟等の計画との一体性について配慮した優れた提

案となっているか。

・本団地の入居者及び周辺住民の地域ニーズを適切に把握

し、継続的にサービスを提供できる提案となっているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐13

様式 6‐16
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5) 事業計画

6) その他

審査項目 評価の視点 様式

①事業の実施体

制、収支計画

・事業を進める上で必要な実施体制として、代表企業や他の構成

企業等の役割と責任分担が明確となっているか。

・事業者の自己モニタリング体制を確保するとともに、県のモニ

タリングに適切に対応できる体制となっているか。

・業務に必要な費用が工区毎に適切に計上されており、収支

計画が適切に把握できる提案となっているか。

・長期にわたり安定した事業を継続するための工夫や、撤退

リスクに対する対応が具体的に提案されているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐14

②リスク管理計

画

・想定されるリスクが十分に検討され、リスクの発生を未然

に防止できる実施体制の確保や、企業間の調整方法が適切

な提案となっているか。

・リスク発生時において事業を継続させるためのバックア

ップ体制等が確保されている提案となっているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐15

③地元企業の活

用、地産地消

の取組

・県内企業の活用や地元雇用など、地域経済に貢献する提案

となっているか。

・県産材、地場産品の活用や、県内企業が受注可能な工法・

資材等を積極的に活用する提案となっているか。

・その他独自に計画、配慮した点

様式 5‐16

審査項目 評価の視点 様式

①その他独自の

提案

・いずれの評価項目にも含まれない内容で、県や入居者等に

とって有益で実現性の高い独自の提案があるか。
様式 5‐17



落札者決定基準 - 12

(2) 価格評価

価格評価は、入札参加者から提出された入札書に記載された価格に基づき、下式により

価格評価点を採点する（満点 50点。小数点以下第２位までを有効とし、小数点以下第３位

を四捨五入する。）。

価格評価点 ＝ 50 × 最安入札価格／入札価格

ただし、入札価格 ＝ 建替整備業務費 ＋ 入居者移転支援業務費 － 余剰地の取得費

４ 総合評価点の算定及び落札候補者の選定

選考会では、定性評価点及び価格評価点の合計により、総合評価点を算定し、最も高い総

合評価点の入札参加者を落札候補者として選定する。

総合評価点 ＝ 定性評価点（満点 70 点） ＋ 価格評価点（満点 50 点）
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第５章 落札者の決定

県は、選考会による落札候補者の選定結果を踏まえ、落札者を決定する。

ただし、総合評価点が最も高い入札参加者が複数いる場合、県はくじ引きにより落札者を

決定するものとする。

落札者の決定後、すべての入札参加者に対してその結果を通知するとともに、県公報で公

告する。また、選考会での審査講評については県のホームページを通じて公表する。


